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  研究背景 

どの国も経験したことのない「超高齢社会」の到来 
 

高齢化率・・・現在：25.1％ 

        2060年：39.9％  2.5人に1人が65歳以上 
（平成26年度版高齢社会白書より） 

 健康・医療・福祉のまちづくり推進ガイドラインの策定 
 

 ◎改正都市再生特別措置法の施行 
 ◎地域包括システム構築と 
            まちづくりの連携 
 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/ 

「自助・互助・共助・公助」からみた地域包括ケアシステム 

「コンパクトなまちづくり」推進 
地方都市を中心に 

対応が強く求められている 

  研究目的 

健康・医療・福祉のまちづくり推進ガイドラインの策定 
国交省 自都市の分析・評価メニュー 

 

市レベルでの諸変数を検討 

   ・地区レベルでの対応不可、研究上の不明点も未だ数多い 

地区ベースで「都市の診断」を実施する必要性 高 
 

 

都市空間再生により、「都市の健康」＋「居住者の健康」確保を 
 

＜重点的施策に取り組むことが必要な地域＞の検討が必要 
 
 

地区「カルテ」に基づく「都市ドック」制を 

「都市の健康（持続可能
性）+個人の健康」に着目
した書籍等は少なくない。 

 

 

しかし、個別政策に活か
せるような、客観的、統計
的データ分析はそれほど
多くない。 
 

既存関連研究 

・都市撤退が生じやすい場・生じにくい場の特性が明らかに 

・コンパクトな都市構造の実現には諸課題が残されている 

都市構造の実態に関する研究5)-10) 

・評価方法の粗さ、データ収集の煩雑さが残る等の課題が散見 

都市における評価手法・各指標に関する研究11),12) 

・心身の健康状態の維持・向上と日常的な運動・趣味との関連性、 

 運動・社会活動と環境的・社会的要因との関連性が明らかに 

・各概念の活用にあたり、よりミクロな地域レベルでの検討が必要 

健康まちづくりに関する研究14)-24) 

・横断的取組には、多くの研究課題が残されており、十分に整理・評価 
 がされていないのが実情 

関係者間での連携上での課題に関する研究25),26) 

◆区域内における居住環境の向上 
・区域外の公営住宅を除却し、区域内で建て替え

る際の除却費の補助 
・住宅事業者による都市計画、景観計画の提案制

度（例：低層住居専用地域への用途変更） 

●立地適正化計画（市町村） 
・都市全体の観点から、居住機能や福祉・医療・商業等の都市機能の立地、公共交通の充実に関する包括的なマスター 
 プランを作成 
  

・民間の都市機能への投資や居住を効果的に誘導するための土俵づくり（多極ネットワーク型コンパクトシティ） 

都市機能誘導区域 
生活サービスを誘導するエリアと当該エリア
に誘導する施設を設定 

◆都市機能（福祉・医療・商業等）の立地促
進 
○誘導施設への税財政・金融上の支援 
・外から内(まちなか)への移転に係る買換特例 
・民都機構による出資等の対象化 
・交付金の対象に通所型福祉施設等を追加 

○福祉・医療施設等の建替等のための容積率
等の緩和 

・市町村が誘導用途について容積率等を緩和す
ることが可能 

○公的不動産・低未利用地の有効活用 
・市町村が公的不動産を誘導施設整備に提供する

場合、国が直接支援 

◆歩いて暮らせるまちづくり 
・附置義務駐車場の集約化も可能 
・歩行者の利便・安全確保のため、一定の駐車

場の設置について、届出、市町村による働
きかけ 

・歩行空間の整備支援  

◆区域外の都市機能立地の緩やかなコン
トロール 
・誘導したい機能の区域外での立地について、
届出、市町村による働きかけ 

居住誘導区域 
居住を誘導し人口密度を維持するエリアを設定 

◆区域外の居住の緩やかなコントロール 
・一定規模以上の区域外での住宅開発について、

届出、市町村による働きかけ 
・市町村の判断で開発許可対象とすることも可能 

◆公共交通を軸とするまちづくり 
・地域公共交通網形成計画の立地適正化計画への調和、計画策定支援（地域公共交通活性化再生法） 
・都市機能誘導区域へのアクセスを容易にするバス専用レーン・バス待合所や駅前広場等の公共交通施設の整備支援 

  

◆区域外の住宅等跡地の管理・活用 
 

・不適切な管理がなされている跡地に対する市
町村による働きかけ 

・都市再生推進法人等（NPO等）が跡地管理を
行うための協定制度 

・跡地における市民農園や農産物直売所等の整
備を支援 

◆誘導施設への税制支援等のための計画と中活法に基づく税制支援等のための計画のワンストップ申請 

※下線は法律に規定するもの 

公共交通  維持・充実を図る公共交通網を設定 

法律の概要 平成２６年８月１日施行 

１ .都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の概要 
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  研究対象都市 

牛久市 

つ
く
ば
市 

水戸市 

高齢化の進む典型的な郊外住宅地を対象 

＜茨城県牛久市＞ 
 

面積：58.9 ㎡ 
人口：84,426人（2015年2月現在） 

 

東京から北東へ約50km 
（JR常磐線で上野駅から約50分） 

1965年代から「東京のベットタウン」として発展 
 

観光名所：牛久大仏（世界最大120mの青銅製大仏） 

          シャトーカミヤ（ワイン醸造施設）   etc. 

http://www.ibarakiguide.jp/db-
kanko/ushiku_daibutsu.html 

http://www.ushikukankou.com/chateaukamiya.htm 

          都市全体に関する診断 

健康・医療・福祉のまちづくり診断表（案）より採用指標抽出 
ここまでは国の方針が既に有り 

             調査対象地区（町丁目） 

  住民アンケート調査の概要 

調査 
対象 

茨城県 牛久市 
栄町１丁目・栄町５丁目 
・ひたち野西１丁目 

・神谷２丁目・中央５丁目 

配布 
・回収 

ポスティング・郵送回収 

実施 
期間 

２０１４年１１月１０日～１１月３０日 

配布 
部数 

１，７３４世帯・３，４６８部 
（各世帯に個人票２部ずつ配布） 

回収率 
２１．１％ 

（３６６世帯／１，７３４世帯） 

高齢化率、鉄道駅or主要道路 近接 etc. 

特性の異なる５地区を対象 

高齢化の進む典型的な郊外住宅地の中で 
特性の異なる５地区を対象 

使用データの概要（各対象町丁目の特性） 

対象町丁目 世帯数 配布世帯数 特性 

 
栄町１丁目 

 
２８１ ２５７  高齢化率 ３８．５％ 

栄町５丁目 ５６ ４４ 
 高齢化率 ４０．０％ 
 医療・福祉事業所数 少 

ひたち野西 
１丁目 

３９２ ３８７  高齢化率 ３．０％ 

神谷２丁目 ８１６ ８００ 
 高齢化率 ２１．７％ 
 医療・福祉事業所数 多 

中央５丁目 ２２８ ２４６ 
 高齢化率 ２０．１％ 
 医療・福祉事業所数 少 

牛久市での住民アンケート調査対象町丁目（2014年11月10日～12日配布） 

 高齢者層における活動の実態 

通勤・通学、日常の買い物以外の1日の歩数 

通勤・通学、買い物以外の外出回数 
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       牛久市全体の年齢別人口構成 

                          （2015年2月現在） 

      必要なのは地区ベースの「カルテ」 

ひたち野西１丁目における階層年齢別人口割合 
栄町５丁目における階層年齢別人口割合 

（いずれも2014年7月現在） 

地区ごとに異なる居住者の活動実態 

町内会・ 
自治会活動 

市内・自宅
周辺での 

ボランティア
活動 

スポーツや
趣味・娯楽
活動 

性質の異なる各活動へ
の取り組み状況 

として、 
 

・取り組みやすいもの、 
 そうでないもの がある 
 
 
 
・町内会・自治会活動 
⇒「関心あり」 
   一定割合で存在 
 
 
 
 
 

      地区で異なるリスク認識、社会参加 

自動車に依存する居住者 多 
 

⇒運転できなくなるリスク認識不十分 

親密な関わりあい 少 
 

⇒現状認識、帰属意識向上 

自動車利用 近所づきあい 

N=101  相関比：0.33 

-1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0

坂道・傾斜・ 
 階段がない 

１段目： 
重要・やや重要 

 
２段目： 

どちらでもない・ 
あまり考えない・ 
考えない 

歩道に凸凹・ 
 段差がない 

沿道に立ち寄る施設 
（商店街等） 

体を動かせる場所 
（公園・運動場等） 

歩行の健康効果 
が実感できる 

現状維持 徒歩行動 
 に意欲的 

-1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0

健康を意識して 
行っている運動数 

健康を意識した 
歩行を行う際に 
使う経路 

年齢 

歩行における 
健康状態 

3個～ 

2個 

1個以下 

いつも同じ 

複数から 
 選択 

その場 

75歳～ 

70～74歳 

65～69歳 

60～64歳 

問題なく歩行 
可能 

歩行に 
 支障あり 

現状維持 徒歩行動 
 に意欲的 

    高齢者の徒歩行動を意欲的にする要素は何か？（抜粋）    配置・空間整備のあり方の基本 

小学校区圏域対象施設 

中学校区圏域対象施設 

市町村圏域対象施設 

人口減少社会における 
＜都市空間の再生＞の実現には、 

 
（小規模）生活圏の設定 

↓ 
（中規模）生活圏の設定 

↓ 
都市の核が設定された 
市域レベルの都市設計 

 
階層的な都市構造の計画方針 重要 

小学校区 

中学校区 

市域 

集約拠点地域 
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           地区ごとの施設満足度 

実は子育て施設の方が課題？、公共施設に対する意識に大差 
公共交通の不満大、 開発の旧い地区は歩行環境☓ 

ひたち野西１丁目の環境満足度 神谷２丁目の環境満足度 

大都市圏衛星都市

人口密度 駅から 列車本数 都心から

50～
100人

1㎞～ - 5km～

奈良市学園大和町１～５丁目 千葉市若葉区小倉台1～7丁目
2005年9月N撮影 2005年11月N撮影

高

公共交通整備度

防災性

コンパクト性

SM

12

非自動車依存度

低＜定性的評価指標＞

非スプロール度

路面電車・新交通整備度

1/31,250　(80%) 1/31,250　(80%)

土地利用規制

低層住宅専用地域
60～90%未満

中密・駅徒歩圏外・郊外・低層住宅タイプ
・大都市圏衛星都市の中で都心からの距離が最大
・計画的な戸建て住宅地である場合が多い
・1戸の面積が大きい落ち着いた戸建て住宅地である場合が多い

（分類条件）

都市・交通整備意識

居住者バランス

交通
負荷

居住状況

居住者特性 交通行動 居住者意識

0 500m 1km 0 500m 1km

立地・整備 用途規制

1 2

3 4 5
6 7 8

9
10
11
12 13 14

15 16 17

18 19 20 21 22 23 24

-2.5

-1.5

-0.5

0.5

1.5

∞

25
26
27

28

29 30 31 32 33
34 35 36 37 38 39

40 41 42 43 44
45
46 47 48 49 50 51

52
53 5455

56

-2.5

-1.5

-0.5

0.5

1.5

∞

大都市圏衛星都市

人口密度 駅から 列車本数 都心から

50～
100人

1㎞～ - 5km～

奈良市学園大和町１～５丁目 千葉市若葉区小倉台1～7丁目
2005年9月N撮影 2005年11月N撮影

高

公共交通整備度

防災性

コンパクト性

SM

12

非自動車依存度

低＜定性的評価指標＞

非スプロール度

路面電車・新交通整備度

1/31,250　(80%) 1/31,250　(80%)

土地利用規制

低層住宅専用地域
60～90%未満

中密・駅徒歩圏外・郊外・低層住宅タイプ
・大都市圏衛星都市の中で都心からの距離が最大
・計画的な戸建て住宅地である場合が多い
・1戸の面積が大きい落ち着いた戸建て住宅地である場合が多い

（分類条件）

都市・交通整備意識

居住者バランス

交通
負荷

居住状況

居住者特性 交通行動 居住者意識

0 500m 1km 0 500m 1km

立地・整備 用途規制

1 2

3 4 5
6 7 8

9
10
11
12 13 14

15 16 17

18 19 20 21 22 23 24

-2.5

-1.5

-0.5

0.5

1.5

∞

25
26
27

28

29 30 31 32 33
34 35 36 37 38 39

40 41 42 43 44
45
46 47 48 49 50 51

52
53 5455

56

-2.5

-1.5

-0.5

0.5

1.5

∞

C 

栄町1丁目 

都市ドック 
カルテ化サンプル 
症例共有化 

ひたち野西1丁目 

都市ドック 
カルテ化サンプル 
症例共有化 

中央5丁目 

都市ドック 

カルテ化サンプル 
症例共有化 

高齢者層における活動の実態 

具体的な活動への参加意向 
（潜在的アクティブシニアのみ） 

地域での助け合い活動参加意向 

・「参加している」 ⇒ アクティブシニア 
 

・「参加したい」 
・「誘われれば参加したい」 

潜在的 
アクティブシニア 

      地区内サポート制度新設の可能性 

「ボランティア」と「ビジネス」の中間的な仕組みの 
導入可能性有り（将来的に「カルテ」項目へ） 

ボランティア活動を自発的に行う方々に報酬が支払えるとした場合の、具体的な「時給」金額 

＜ボランティア活動の例＞ 
 

1．外出困難な方への送迎 
2．在宅介護など、要援助者の身のまわりの世話 
3．高齢者宅への定期訪問などの、地域での見守り活動 
4．地域内高齢者などとの交流活動（ふれあいサロン、昼食会等） 
5．健康づくりに関する活動の補助（健康相談会、健康体操教室等） 
6．子育て支援（託児サービス、子育てサロン） 
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0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

都市

整備

部署系

その他

部署

不明 都市

整備

部署系

その他

部署

不明 都市

整備

部署系

その他

部署

不明 都市

整備

部署系

その他

部署

不明

A.平成24年8月29日
N=46

B.平成24年10月16日
N=40

C.平成24年11月30日
N=38

D.平成25年3月15日
N=25

提案

感想

要望

現状・事実

 部署間コミュニケーションの特徴とその効果 
使用データの概要（議事録データ） 

複数部署が集うワーキング会議の議事録（牛久市） 

・期間：A. H24/8/29，B. 10/16，C. 11/30，D. H25/3/15 

＜都市整備系部署＞ ・・・ 都市計画関連に携わる部署 
  建設部都市計画課、道路建設課 
 

＜その他の部署＞ ・・・ 都市整備系部署以外の部署に所属するもの 
  市長公室（行政経営課）、市民総務部（人材育成課、市民活動課、防災交通課） 
  環境経済部、保健福祉部、教育委員会、社会福祉協議会     等 

キーワード分析を通じた、各会議における各コメント種類の割合 

部署間コミュニケーションの特徴とその効果 

「回答型」ケース 「共有型」ケース 「発散型」ケース 

その他部署から出てくる 
コメントに対し、都市整備 
系部署が返答する など 

 

＜一問一答形式＞ 

部署間連携の重要性認識、 
調査による基礎情報共有、 
共通認識の形成 など 

 

＜部署間の情報共有＞ 

言いっぱなしになる場合や 
部署間の壁をむしろ明確化 
しようとするケース など 

 

＜一方的な話題＞ 

◎部署間コミュニケーションのケース ⇒ ３つに大別 

・「地域の声を拾えれば」 
・「地区の中でこのような 
 問題が話せる場所があ 
 れば」 
 
 
・「新たな議論の場をつくる 
 ことも考える」 

・「部署間での連携が重要 
 と感じた」 
・「健康と交通の問題の 
 両方を検討できる機会は 
 ありがたい」 

・「健康活動は保健福祉 
 部署を中心に立ち上がっ 
 ていくべき」 

その他の部署 都市整備部署 

回
答
型

 

・健康が損なわれるような問題が悩み 
  として多くあげられ、地域の中（身近な 
  場所）でそのような問題を話せるような 
  交流の場があれば、行くことができる 
  という点から組織が必要とされた。 
  （保健福祉部） 

・既存の組織を連携させるのが難しいならば、 
  議論の場を新しくつくる方がやりやすいので 
  はないか。 
・人間関係が難しく、地域内では連携が取れ 
  ていないところがある。逆に仕事として入っ 
  た方が、かえって進められるのではないか 
  と考える。 

共
有
型

 

・他の分科会との連携が重要と感じた。 
  （教育委員会） 
・健康問題と交通等の問題の両方を検 
  討できる機会があり、ありがたいと感じ 
  ている。（保健福祉部） 

・空き地・空き家バンクの登録方法を明確に 
  したいと考えている。市にまかせて管理まで 
  なげられることがないようなやり方等を考え 
  て行きたい。 

発
散
型

 

・空き家などを拠点的に、高齢者の支援 
  活動ができないか。これらの活動は、 
  保健センター側で考えている活動であ 
  るが、地区社協を中心に立ち上がって 
  いくことが理想。 

・市としては、「歩いて暮らせるまちづくり」に 
  向けて、機能の再編、再配置を考えている。 

部署間コミュニケーションの特徴とその効果 
各部署における典型的コメント一覧（牛久ワーキング会議議事録より抜粋） 

まとめ 

１）国の政策転換、課題の体系的整理 

２）「都市の健康」＋「居住者の健康」 

３）地区（町丁目）で異なる課題 

４）地区ベースのカルテに基づく「都市ドック」制 

  都市計画基礎調査への考慮可能性 

５）ハード的視点に加え、相互扶助システムの 

  導入による都市空間の機能強化 

６）都市整備関係部署以外とどう連携するか。 
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